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r三田学会雑誌」83卷特別号一n (1991年3月）

企 業 行 動 と 国 際 貿 易

--- Ricardo-Millモデルの再解釈と拡充---

大 山 道 広

1. 序 論

伝統的な国際貿易の一般均衡モデルは， Ricardo-Mill流の1要素モデルにせよ， Heckscher-

Ohlin-Samuelson流の多数要素モデルにせよ，（U規模に関する収獲不変と（ii)長期均衡利潤ゼロ，
( 1 )

という2 つの仮定に依拠してきた。しかし，これらの仮定は経験的に妥当なものとはいえない。現

代的な産業では， U字型ないしL 字型の平均費用曲線が観察されることが多い。 また，営業利潤,

(売上げの営業費用に対する超過額）がゼロになるという傾向も一般に認められない。

これらの仮定は理論的にも必ずしも適当なものではな、。規模に関する収獲不変の仮定は伝統的

な貿易モデルで前提とされてきた完全競争の仮定と斉合的であるといわれる。しかし，それらの仮

定の下では企業規模が不決定になるという不可思議な帰結が生じることも忘れるべきではあるまい。,

また，最近の貿易理論では独占や寡占など不完全競争が前提されることが多く，規模に関する収樓
C2)

不変という仮定の有用性は薄れ，場合によっては無理になっている。

産業の長期均衡で営業利潤がゼロになるという仮定も単純化以上の意味はないように思われる。 

新しい企業を設立するためには，人員の確保• 訓練，設備の建設• 購入，事業の広告.宣伝などに 

一時的にかなりの費用がかかるのが普通である。また，既存企業が攻撃的な価格競争を仕患けてく 

る確率がゼロでないとすれば，それによって生じる期待損失も馬鹿にならないかもしれない。これ 

らは参入時に一回限りかかる費用であり，一括して「参入費用」（entry costs) と呼ぶことができよ 

う。これらの参入費用を償うに足る営業利潤が得られるという見通しが立たなければ新規参入は斤 

われないはずである。これは既存企業の営業利潤が長期的にも正になる可能性があることを意味し 

ている。また，現代の経済社会では，政府がさまざまな理由で特定産業への参入を規制したり促進 

したりする政策をとっている。そのような政策の下では，たとえ参入費用がゼロであったとしても， 

企業の営業利潤は持続的に正にも負にもなりうる。利潤ゼロの仮定は参入費用や政府の参入規制• 

促進政策が経済に及ぼす重要な影響を捨象することに等しい。

注 （1 ) 伝統的な貿易モデルについては，たとえばChipman (1964), Kemp (1969), Jones (1979) に詳 

しい分析• 展望がある。
(2 ) たとえぱ Helpman and Krugman (1985)参照。
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本稿では，伝統的なモデルのうち最も簡単なRicardo-Mmの 1要素モデルについてこれら2 つ 

の仮定を正し，その:I f結を明らかにしたい。規模に関する収獲は可変的であり，企業の操業水準 

が上昇するにつれて収獲適増（費用適減）から収獲適減〔費用適増）に転じるものとする。また，企業 

の営業利潤は長期均衡においても必ずしもゼロにならず，正または負の「マークアップ率」（mark­

up ratio)が維持される可能性があるものとする。

第 1 節では，一産業の長期均衡について準備的に考察し，代表的企業の均衡操業規模と労働投入 

係数（労働生産性の逆数）がマークアップ率と「独占度」 （degree of monopoly) の関数となることを 

示す。第 2 節では，簡単な2 財 1要素の一般均衡モデルを定式化し，労働供給，マークアップ率， 

独占度などに関する比絞静学分析を行う。特に，マークアップ率の上昇（ないし企業数の減少）が経 

済厚生を高めろことも低めることもあり得ることを明らかにする。これは産業組織理論の「過剰参 

入定理」（excess entry thesis)を現在のモデルで再確認し拡張するものといえよう。第 3 節ではこ 

のモデルに基づいてRicardo-Millのモデルを特殊ケースとして含む2 国貿易モデルを構成し，貧 

易均衡の性質を調べる。ここでは特に参入費用の存在を重視し，すでに参入費用を支払ってしまっ 

ている既存企業はマークアップ率が正である限り操業を続けるため，比較静学の結果は初期の企業 

数に依存するという「履歴効果」（hysteresis)が生じることに注目する。 この履歴効果はRicardo- 

M i l lのいわゆる「大国」の貿易利益に重要なかかわりをもっている。輸入代替産業の代表的企業 

が収樓適増の局面にあるか収種適減の局面にあるかで，大国の貿易利益は正または負となる。これ 

は r大国は貿易利益を享受しない」とするRicardo-Millの命題を1TEするものである。最後に第 

4 節では本稿の限界と拡張の可能性についてのベる。

2. 産業の長期均衡

ある産業の長期均衡を考えよう。個々の企業はすべて同一の2 回連続微分可能な生産関数

r  =  F ( L )  F ' u ) > 0  ( 1 )

をもっているものとする。ただし，F は生産量，ムは労働の投入量である。生産量は労働の投入量 

だけに依存すると仮定する。ただし，通常の1要素モデ 

ルと異なり，この生産関数は収獲不変ではなく，労働の 

投入量が増加するにともなって当初は収獲適増で後に収 

獲通減に転ずるものとする。図 1 のO P はそのグラフを 

例示したものであろ。労働の単位で測った平均費用曲線
( 3 )

はU 宇型となる。

各企業は利潤を最大にするように労働の雇用量ないし 

生産量を決める。最大化の第1次条件は一般に

w=0.-fJt')pF'U') ( 2 )
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図 1 生産関数のヴラフ
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と* けよう。ただし，M；は労働賃金， は製品値格， は独占度である。独占度は市場構造や製品 

需要の価格弾力性に依存して決まる。たとえば，Chamberlin型の共同利潤最大化が実現されるよ 

うな市場均衡の下では，独占度は需要弾力性の逆数に等しくなる。また，対称的なCournot-Nash 

均衡の場合には，それは需要弾力性を企業数で割った値になる。すなわち，市場均衡がChamberlin 

型 か Cournot-Nash型かに応じて

パ=1/び C3)

または

fi=l/na ( 4 )

と表される。ただし，びは需要弾力性， " は産業内の企業数である。本稿では，分析を簡単にする
( 4 )

ためぴのケースに考察を限定する。しかもびは需要量に依存しない定数とする。

この産業の長期均衡は企業の自由参入の下で企業のマークアップ案がある非負の値7Tに低下し， 

企業数が安定する状態である。従来の文献ではJT = 0 と仮定されることが多い。しかし JTがゼロ以 

外の値をとる可能性があることに注意したい。新規参入に際しては労働力の確保. 訓練，資本設備 

の建設，マーケティングなどのために一回限りの参入費用が生じる。また，既存企業が新規参入企業 

に対して攻撃的な販売戦略をとると予想されれば，それも当初の損失という形で参入費用を高める。 

したがって，新規参入が実現されるためには，こうした参入費用を償うに足る正の利潤が得られる 

という見通しがなければならない。これに加えて，政府が参入を規制したり，促進することによっ 

て 7Tの値を正または負の水準に維持しようとするかもしれない。こうして，長期均衡の条件として

CL+めwLニF' U )  ( 5 )
( 5 )

と書くことができよう。（2), C5) から

PF'(Z) = F(Z) (6 )

という関係が得られる。ただし，

iO=(l+7rXl-ju) ( 7 )

と定義される。 よ複合的な係数であり，適当な呼称がないが均衡では労働投入量の生産量に対す
( 6 )

る弾力性に等しくなっている。これは規模に関する局所的な費用適増の指標となるものである。

注 （3 ) 平均費用曲線がU字型であるとするのは国際貿易のモデルではまれであっても，ミクロ経済学の教 

科書のレペルではむしろ標準的な想定である。その根拠として通常あげられるのは，生産技術に不可 

分性があり，経営 . 管理労働や固定設備の形で固定的な要素投入が必要とされるということである。

( 4 ) そのような需要関数が客観的な意味をもつのは消費者の効用関数が次節で導入するような特別の形 

をとる場合に限定される。

( 5 ) たとえば，参入費用が紘労働費用の一定割合gであり，将来の予想収益の割引率が£であろものと 

しよう。現在の利潤が将来も得られるという定常的期待の下ではe.tvL=Q )F(X )-w L)/tが成立す 

る点まで参入が続く。このときJT = (F (L) — 丄= ご《と表される。 したがって，ご，eが所与であ 

れぱ， も所与となる。

( 6 )  (6) p = F a ) / F > a y L と書ける。 f c d / f ' c d . i は労働の平均生産性の限界生産性に対す 

る比率，あるいは労働投入の生産弾力性である。費用適増ないし収積適減の指標については，たとえ 

ぱ Helpman and Krugman (1985), p. 33 参照。
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ところでiOを所与とするとき，（6 ) を満足するふの値が一意的に存在するものとして，それをL
C7)

で表わそう。（6 ) を全微分すると，

はし-キ  LF'CZ) (8)
dp

を得る。ただし，

A=pLF"—pF' ~ F'

ここで，利潤最大化の第2 次条件からrF "  — F '< 0 .したがってが均衛の近傍で十分ゼロに近け 
( 8 )

れ ぱ J < 0 となる。このとき， の上昇はての増加，すなわち企業の操業規模の拡大をもたらすと 

いえる。

の変化は企業の生産効率にいかなる影響を及ぼすであろうか。長期均衡において製品1単位当 

りに投入される労働量a は

" C9；
F  一  F(r)

によって定義される。 は労働の投入係数（労働生産性の逆数）で

苦 ( ギ )2( パ  （10)

と表される。これによりの上昇は， / 0 > 1ならiZの増加（生産性の低下）をもたらし，P く1 なら 

逆に ^7の減少（生産性の上昇）をもたらすことがわかる。これはP > 1 の範囲では規模に関する費用 

遍増，P < 1 の範囲で規模に関する費用遞減となることを意味している。企 業 は が 1 より大か小 

かに応じて平均費用曲線の最低点の右側または左側で操業するのである。

3. 一般均衡と参入の最適性

一国の経済が2 つの財1 , 2 を生産する2 つの産業からなり，しかもこれらの産業は前節で明確 

にした長期均衡の状態にあるものとしよう。 これはR icardoの2 財モデルに相当するものである。 

本節では，その閉鎖経済の均衡について考察しよう。

この国の労働の総供給量を丄とすると，その完全雇用のためには

ai C pDZi +a2i.P2)Z2= L (11)

という関係が成立しなければならない。ただしめG ニ1 , 2 )は財?'の生産における労働の投入比率 

で，iOfの関数である。またムは財多' の総生産量で，産業 / の企業数を" i, その生産関数を 

とすると

注 （7 ) たとえば，FU) = onogL+fiの場合，£ は一意となる。一般に，Z：がー意となるための十分条件 

はFCO/^F'CO.Z^がL の増加関数となることである。これはLF>リF 'く一\’ すなわち労働の限界 

生産性の労働投入に対する弾力性が絶対値で1 よりも大であれぱ必ず成立する。
(8 ) LF"iF'<-\は ^ < 0 の十分条件である。

—— 217一



図 2 閉鎮経済の均衡

Zi=fii FiCLt) (/ニ 1’ 2)

と定義される。他方，両産業の長期均衡では

(.l+7 î)ai(.Pi)w=pi G '= l，2)

とならなければならない。これより

1 l .
P2

l+TTi ai

C12>

31

(14)

て と となる p2 ,«2；

1+^2 ai

という関係が得られる。 （1 1 )はこの国の生産フロンティアを決定する式である。 ゎ/02カ浙与で 

あれぱ前節の分析からa M ’ ムは所与となる。したがって，生産フロンティアは 一ad a iの^  

配，LiaU=\, 2 ) の切片をもつ直線となる。図2 のr r はそのグラフである。：r r 上の生産の変 

化はもっぱら企業数の変化によって室現されることに注意しよう。 （1 3 )によれば，：Ti^;r2に応じ 

換言■すれば，マークアップ率が高い産業の製品の相対価格は生産フロンティ 

アの勾配によって示される社会的限界費用を上回ることになる。

閉鎖経済の均衡を例解するため， 需要側を特定化することにしよう。すべての消費者が同一む 

C E S型の効用関数

"=1>1(：1ータ1+«2(：2-々 2]-丁  0 < « i< l ’ -1 く色’ iSKO (15)

を持っているものとしよう。 た だ し G は財！' の消費量である。効用最大化の第1次条件から> 

C l ,C 2 は

蒜 = 幾 i  〔16)

を満たすように決定される。ここで，すべての消費者の所得が同一であるか，あるいは効用関数が 

G, C2の 1次同次関数0Si=i32=めとなる場合には社会的無差別曲線が存在する。したがって，こ
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れ以上一般性を失うことなく，G を財/ の経済全体の総需要量と見なすことができる。G = Z iが 

成立する需給均衡では,産業 i の各企業が直面する需要の弾力性ぴプはPゎZjQi-i)を所与とすれば

ぴ -を ニ ! ^  〔!'ニ 1, 2)  〔17)

と計算される。 ここでは，各産業においてすベての企業が共同利潤の最大化するように行動し， 

Chamberlin型の均衡が成立するものとしよう。その場合，各産業の独占度ihはの逆数に等しく

(18)

と書くことができる。

図2 は社会的無差別曲線か相似的（homothetic)となるケース〔すなわちぐ!=ら=卢のケース）につ 

いて閉鎖経済の均衡を例示したものである。 JTl, JT2,さなどを所与とすると，（14) から相対価格 

pl/p2が決まる。この場合，（16) は

旁 =(そ  (16')

となる。図2 においてこの関係はエンゲル線0 C として示されている。閉鎖経済の均衡は0 C と 

：TTとの交点五で示される。7^>芯2という想定の下で，社会的無差別曲線C/C/は五点においてTT 

より急勾配の相対価格線F P に接している。周知のRicardo-Millモデルは7ri=7T2=jUi=jU2=0と 

おいた特殊ケースとして現在のモデルに含まれることに注意しよう。

ここで，生産フロンティアのシフトに伴う均衡の変化について検討しよう0 (11), (12) から明 

らかなように，生産フロンティアの位置は一般に各産業の生産関数，労働供給，さらにはマークア 

ップ率•独占度のバラメ ー タ ー め ，めに依存している。以下では，生産関数は所与であるものと 

して，L’ Pu P2の変化の効果を調べよう。〔11), (14) を全微分すると

ん么+も么= Z  —もり1 —*?2り2 |32 (19)

タ1—タ2 = (1 + りi) j3 i—（1+ り 2)わ (20 )

を得る。ただし，も（ = るA L )は産業/ の雇用比率， り/ め）は産業?'の投入係数の弾力性 

である。また，サーカムフレックス（A )は変数の微小変化率を表す。たとえぱを1=ホTl/jTi, p i  = 

dpd P\等である。さらにわ=§2 = P したがってルニ fi2 ニ [ iという仮定が用いられている。

まず，労働供給の増加は生産フロンティアの上方への平行移動をもたらすが相対価格には影響 

しない。図2 において当初の均衡がパ点にあったとしよう。丄が増加するとr r は r ' r 'にシフト 

し，それに伴って均衡は:r r ' と0 C との交点五' に移る。つまり，2財の生産•消費は労働供給と 

同じ率で増加するわけである。この結論は完全雇用を前提とするRicardo-Millのモデルについて 

はよく知られているところである。ここでは，それが不完全競争の下でも妥当することが示された 

のである。

注 （9) Chipman (1964)は Ricardo-Millのモデルに現代的な定式化を与えている。ここではそれを念頭 

においている。
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面 3 JTiの上昇の効果

Zi

次にタ1 ないしp2の変化の効果を見よう。（10), ( 1 9 )から明らかなように(Hの変化が生産フ 

ロンティアに及ぼす効果はfXiが正か負か，すなわち f>iが 1 より大か小かによって正反対になる。

が 1 より大きい場合，すなわち企業が費用通増の局面にある場合，/Ofの上昇，すなわちJTfの上 

昇ないし(Xiの低下は操業規模の拡大を通じて企業の生産性の低下，ひいては生産フロンティ アの 

下方シフトをもたらす。 が 1 より小さい場合， すなわち企業が費用遁減の局面にある場合， Pi 

の上昇は逆に生産フロンティアの上方へのシフトをもたらす。

図3 は i3i=i32=iS, |Oi<lのケースについて？：1の上昇の効果を示している。当初の均衡点五では 

jri =  7T2であり，JT2, i3,ムは当初の水準から変化しないものとする。仮定によって，当初各産業は独 

占的な市場において費用適減の状態で操業している。 7T1の上昇は産業1 の企業の操業規模を拡大 

し，その生産性を高めるので，生産フロンティアは：r r からアア' に上方シフトする。この結果， 

1+«1〉0 であれば，財 1 の相対価格は上昇し，財 2 の生産 . 消費は増加するが，財 1 のそれは減 

少するかもしれない。 の上昇の程度が十分小さければ， この国の経済厚生は増大するといえよ 

う。 の上昇の効果も同様に考えることができる。

従来の文献では，不完全競争下にあるマークアップ率の上昇が経済厚生を高める可能性があるこ 

とは「過剰参入定理」（excess entry thesis)として知られている。 その趣旨は自由な参入.退出の
ひ0)

下での産業の長期均衡では企業数は社会的に望ましい水準よりも多くなるという形で述べられる。 

後で見るように，マークアップ率は企業数と逆相関するから，これはマークアップ率が過小になる 

という主張と同じことである。過剰参入定理は通常部分均衡モデルで論!Eされるが，それが現在の

注 （1の たとえば，Perry (1984), Mankiw and Winston (1986), Suzumura and Kiyono (1987) 等を

参照。
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一般均衡モデルでも成立することが示されたわけである。ただし，次の点に注意する必要がある。 

0  3 の分析において7Tiの上昇が生産フロンティアを上方にシフトさせるとしても，消費の限界代 

替率（価格比率）と生産の限界代替率の乖離という歪みを生み出すため，必ず経済厚生の増加をも 

たらすとはいえないことである。冗I の上昇率が微小でない場合や当初に7ri：5fc7r2であるような場合 

には，経済厚生はかえって減少するかもしれない。

両産業のマークアップ率を等しく保ちながら，すなわち？ という条件を満たしながらその' 

水準をコントロールするものとしよう。自由参入の下での長期均衡で|0l,/»2<1であれば， 冗1二なZ 

の上昇は生産フロンティアを上方にシフトさせるが，生産と消費の限界代替率の均等関係は維持さ 

れるので，/Ol,/»2<1である限り，必ず経済厚生の増大をもたらす。 = = の場合,最適なマ 

一クアップ率は|0l =  /02 =  l とおくことにより

な* ニ ★  C20

と求められよう。ま た で あ れ ば ，それは

1一ダ 2 _  -1—ダ1

という関係を満たすはずである。

尚，自由参入下の均衡においてPi〉l となっているような場合には：Tiの水準は過大であり「過

少参入定理」が妥当しよう。これは市場が独占的であっても，参入費用が高過ぎることによって生
(11)

じる。そうであれば，参入に対して補助金を供与し，参入を促進することが望ましい。この場合に 

も，：ri=7T2として最適なマークアップ率 は （2 1 )ないし（2 2 )の関係を満たすものとなる。

4 . 履歴効果 • 収獲適增 • 自由貿易

本節では，これまでの分析を拡充し，その重要な応用例として開放経済のモデルを研究する。ま

ず，各産業の企業数とマークアップ率との関係を明らかにする。各産業に無視できない参入費用が

存在する場合，価格や選好の変化にともなう生産量の変化は，初期の企業数に依存して決まる。企

業数とマークアップ率との関係はこの「履歴効果」（hysteresis) を理解するためのひとつの鍵とな 
、12) _

る。次に現在の設定の下でRicardo-Millの貿易理論がいかに修正されるかを論じる。特に，履歴 

効果が貿易利益に対してもつ意味を明らかにし， さらにGraham流の保護貿易論を現在の設定の.

注 （1 1 )筆者の知る限り，「過少参入定理」の可能性について明確にした文献は存在しない。 これは企業の' 

マークアップ率が均衡においてゼロになるという従来の仮定によって排除されるためであろう。

( 1 2 )履歴効果（hysteresis)は元来物理学の概念である。その経済学への適用可能性を指摘し，例解し 

た試みとしては，Kemp and Wan (1974)が早い。最近では，この概念は為替レートの大きな変イt  

が実体経済に及ぼす影響を考察するために用いられ，注目されている。たとえば，Baldwin (1988), 

Baldwin and Krugman (1989)参照。
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下で再考する。

前節の比較静学分析では，労働供給，独占度，マークアップ率等を外生変数として，各産業の生 

産量や企業数を内生変数とした。しかし，各産業の企業数を外生変数としてその代りにマークアッ 

プ率を内生変数とした方が自然なこともある。たとえば，前節で指摘したように，政府は何らかの 

目的のために各産業の企業数を規制しようとするかもしれない。この場合，企業数は政府によって 

決められ，マークアップ率はそれに対応して一般均衡で決まることになる。また，新規企業は操業 

を始めるに先だって一回限りの参入費用を支キムわなければならないことが多い。そうであれば，参 

入費用が将来の利潤によって償われろという見通しが立たない限り新規参入は生じない。しかし 

すでに参入費用を支払ってしまった既存企業はマークアップ率が正である限り操業を!^けるインセ 

ンティプをもつ。したがって，製品価格の低下や需要関数の下方シフトが生じた場合，既存企業は 

マークアップ率がゼロに下がろまで退出しないと考えられる。これは産業の生産量がその r履歴」 

に依存していることを意味する。

生産量と企業数は〔1 2 )によって関係づけられている。これを全微分し，C6) を用いると

Zi=ni-\-(ji/ Pi) Pi (23)

となる。但し， は産業/ の均衡労働投入量のP iに関する弾力性で正の値をと 

る。 とりf との間には

ヵ1=0̂  - V (24)

という関係がある。（21), (2 2 )を （19) に代入して整理すると

\̂ni +hn2=L—̂\T\p\~hT2p2 (25)

を得る。 の増加 fh ないしp iの低下は一般にないし "2 の増加をもたらすことがわかる。 

しかし，ムが一定のとき， この関係を逆にしてn iないしn iの 増 加 が な い し /02の低下をも 

たらすと読むことができる。

以上の関係を念頭において，簡単な2 国貿易モデルを考えてみよう。 2 国はA 国およびS 国とす 

る。A 国の変数には上添字五国のそれには上添字5 を付けて区別することにしよう。A 国，B 

国の消費者は同一の相似的な効用関数をもつものとする。 その形は（1 5 )においてタ1ニルとおく 

ことによって与えられる。貿易前においても貿易後においても各国の各産業でChamberlin型の 

均衡が成立するものとする。したがって，独占度はすべての産業で同一となる。以下では，これは 

所与としよう。

まず，貿易前の各国の均衡を考えよう。自国，外国の閉鎖経済の相対値格は，〔14) から

p% 一 l+ ：rf flfOrf) (27)

によって与えられる。ただし，ここでは独占度が所与とされているので，ai, fz? はそれぞれ単に
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7Tf, TTfのみの関数と見なされている。貿易前に財1 の相対価格がA H で5 国より低くなるのは， 

つまりA 国が財1 に比較優位をもつのは

l+7Tf く l+?rf ポO f)  (28)
1+TT さ l+?rf

となる場合である。つまり，比較優位は雨■ の労働投入係数の相違（技術的な比較生産費の相違）だ 

けでなく，マークアップ率の相違に依存している。両国の生産関数がまったく同一であるものとし 

てみよう。p t  P i > l の場合，a i, f l f はそれぞれJTf, TTfの増加関数である。〔(10)式参照。）した 

がって，各国は外国にくらベて相対的にマークアップ率の低い産業に比較優位をもつ傾向がある。 

各産業のマークアップ率が参入費用に依存しているとすれば，各国は外国にくらベて相対的に参入 

費用の便い財に比較優位をもつといってもよい。 しかし， iOf, ；o f < l となっているような場合に 

は a i, は jrf, の減少関数となるので，この関係は必ずしも成立しない。いずれにしても， 

Ricardo-Millの比較生産費原理に基く貿易が実現する保証はない。

兩国の貿易後の均衡について検討しよう。労働の完全雇用条件は

aiC7ti')Zi+ai(.^0Zi = L^ (29)

=  (30)

となる。また，兩産業の長期均衡の条件（1 4 ) ,消費者の主体的均衡の条件（16) , 世界全体として 

の需給バランスの条件から

f Zi+Zfy^P_a2 1+Kf aiC^i') (31)
V z f+ z f ノ 1+7T2 fi!さO D

^ z ^ + z f  y+^_ «2 i+JT? aK^D 
z i + z f J  i+7tF

(32)
« i I  + ttI

という関係が得られる。こ こ で は （6), (8), (12) から

Z{ = ni が ' >0 G ' = l , 2 ;;ニ A  B) (33)

と表される。（29)—(3 2 )は （3 3 )を考慮し ^^1,«2, A I A ひ を所与とするとn i ,が，冗 も の 

8 個の変数を含んでいる。したがって，そのうち4 個を所与とすれば，残りの4 個 が （29) —（32) 

によって決定される。 国が財1 に，5 国が財2 に比較優位をもち，貿易後の均衡においてそれぞ 

れの比較優位財の生産を増やし比較劣位財のそれを減らすものとすれば， ;rf, ni, n f は貿易 

前の水準に固定されると考えるのが自然である。これは上述の履歴効果によるものである。産業全 

体の生産の拡大は新規参入によって実現されるが，その縮小は既存企業の売上げが変動費を上回っ 

ている限り，企業の退出によってではなく，操業規模の縮小（そしてマークアップ率の低下）によっ 

て達成される。この場合，（29) —（32) を満たす JTム JT?, ni, n\の解が存在し，すべて正であれば, 

兩国とも不完全特化の状態でg 由貿易均衡が成立する。また《さ= 0 な い し と お け ば （29), 

(30), (3 3 )からn i ないしw fの値が求まり，（3 1 )ないし（3 2 )と併せて，少なくともどちらか 

一方の国がその比較優位財に完全特化する貿易均衡を考えることができる。
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図r4誤まった方向への特化

2

さまざまな貿易均衡が可能であるが，ここでは若千の興味深いケースを例示するにとどめよう。

図4 は両国が「誤まった方向」に特化し，貿易が両■に損失をもたらす可能性を描いている。 A

AGJ, A S が/ はそれぞれ貿易前ぶ国，S 国の生産* 合である。A 国は財1 に，S 国は財2 に技術

的優位をもっているが，A 国では産業1への参入費用が5 国にくらべていちじるしく高く，その結

果A 国は財2 に，S 国は財1にそれぞれr見かけ上の」比較優位をもっている。A 国の閉鎖経済の

均衡は五^ で，S 国のそれは五S で示されている。ん S 両国の社会的無差別曲線LfAUA, IPUB

はそれぞれA, S を原点として五〜五Bを通って引かれているが，UAの EAでの勾配はJJBの

五" でのそれよりも大きい。つまり， 貿易前において，財 1 のA 国での相対価格はS 国でのそれよ

りも高い。その結果，両国の間で自由貿易が始まると，パ国は財2 に，S 国は財1 に特化する。PP

線の勾配は完全特化の下での相対価格に等しい。このとき，財 2 の財1 に対する消費比率は0/ 線

の勾配で示される。A 国，S 国の新しい消費の均衡点は S から 0 / に引いた平行線とP P と

の交点Fん と な る 。 この場合，両国の経済厚生はr比較優位」にしたがった貿易によって明

らかに低下している。これは貿易前にマークアップ比率が産業間で異なるという各国の「国内の歪
(13)

み」による弊害であり，その限りでは特に目新しいものではない。

図5, 6 はこのような歪みがない場合について，A 国が財1 に不完全特化し，5 国が財2 に完全
(14)

特化する貿易均衡を描いている。図5 は /?̂ > 1 のケース，図6 は /0ぜ < 1 のケースである。Ricardo.

注 （1 3 )国内に歪みがあろ場合，貿易が誤まった方向への特化を通じて損失をもたらす可能性があることは 

早くから指摘されてきた。たとえば，Haberler (195の参照。

( 1 4 )両国とも面財に不完全特化するような貿易均衡を考えることもできるが，それは完全特化を含む均 

衡にくらぺて不効率であることが容易に示される。
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図 5 貿易による輪入代替産業の生産性上昇

(15)

M il lモデルでは，兩財に不完全特化する「大国」は何らの貿易利益も得られない。これはすべて 

の企業が価格受容者で，しかもマークアップ率がゼロになるところまで参入が行われるという仮定 

による帰結である。（すでに指摘したように，Ricardo-Millモデルは= = 0 ,したがって= l となる 

特殊ケースである）。pi>\のケースでは，雨財に不完全特化するA 国は貿易によって利益をあげる 

ことができる。逆に 1®ぜ < 1 のケースでは，A 国は貿易から損失をこうむることになる。

図5 のま  > 1 のケースから見ていこう。l\AGJ、 はそれぞれA 国， 国の貿易前の生産 

集合である。賈易前に各国兩産業のマークアップ率は等しく 何らの歪みもなかったと

して，A 国，5 国の均衡はそれぞれ五ん五3 で示されている。 iOぜ> 1 という仮定によって， A 国 

で財2 を生産する企業は収蓉通減（費用適増）の局面にあることに注意しよう。貿易が開始される 

と，比較優位にしたがってパ国は財1に，五国は財2 に特化する。各国の比較優位財の生産は企業 

数の増加によって達成される。しかし，パ国の比較劣位財である財2 の生産の減少は一定の企業数 

の下で各企業の操業水準の低下によって実現される。このとき，財2 の生産効率は操業水準の低下 

と共に改言されるので， A 国 の 生 産 集 合 は か ら A A G 7 に拡大する。貿易後における世 

界生産の均衡は世界の生産フロンティア（7///■上の/T点で示されている。ここで，A 国はAを原点 

としてiT点で，5 国はを原点としてゾ点で生産している。世界全体の社会的無差別曲線 

のA：点での勾配は貿易後の財1の相対価格か/かに等しい。産業2 のマークアップ率は操業度が下 

がるにつれて低下するので，貿 易 後 に は し た が っ て め ザ と な っ て いる。 国の

注 （1 5 )この帰結は「M illの逆説」（Mill’s paradox)として有名である。その学説史的な展開については 

Chipman (1964), pp. 489-490 参照。
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図 6 貿易による輪入代替産業の生産性低下

貿易後の消費の均衡点はA 点からOii：に平行に引いた直線がii：点を通る価格線P P と交わる点

である。他方，5 国は財2 に完全特化するので，貿易後の消費点は5 点からO iO こ平行に引いた直

線が；■点を通る価格線/が' と交わる点F B となる。この場合，X 国は財1 を輸出し，5 国は財2

を輸入する。両国の間の貿易はべクトルkfa= j f b によって表される。ここで注目に値するのは，

財 2 に完全特化する5 国だけでなく，賈易後も雨財を生産し続けるA 国も貿易から利益を得ている

ことである。これはA ■の輸入代替産業の生産性が上昇することによって可能となる。参入費用や
(16)

それに基づく履歴効果を捨象したR icardo.M illモデルでは起り得なかったことである。

図6 の /0ざ < 1 のケースでは， A 国で財2 を生産する企業は収獲適増（費用適減）の局面にあり， 

独占者として価格，生産を決定している。A 国，5 国の貿易前の均衡はそれぞれ丑S で示され 

ている。貿易が開始されると，A 国の財1 の生産を増やし，財 2 の生産を減らすが，ここでも財2 

の生産に携わる企業数は一定で，その操業水準，マークアップ率が低下する。図5 のケースと違っ 

て，ここではそれが産業2 の生産性の低下をもたらす。 その結果，A 国の生産集合はA A G /から 

A A G 7に縮小する。資易後における世界生産の均衡は世界の生産フロンティア上のiiC点で示され 

る。前と同様にして，A 国の消費の均衡はA から 0A■に平行に引いた直線と価格線との交点 

t ：'. 5 国のそれはS から O iT に平行に引いた直線と価格線JH’ との交点で示される。財 

1 に完全特化する5 国は貿易利益を享受するが，財 1 に不完全特化するA 国の経済厚生は貿易によ 

って減少することになる。

注 （1 6 ) これはRicardo-Millモデルだけでなく，すべての伝統的な貿易モデルについてあてはまることで 

ある。Ohyama (1990)はHeckscher-Ohlin-Samuelsonモデルを用いて国際貿易が履歴効果を通じ 

て輪入代替産業の生産性に影響を及ぼす可能性があることを明らかにしている。
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輸入代替産業が収獲適増産業である場合，国際貿易が損失をもたらす可能性があることは早くか 

ら指摘されてきた。特にGraham (1923)の保護貿易論が有名である。しかし企業の内部経済に 

基づく収獲適増は完全競争と両立しない。したがって，完全競争を前提とする伝統的な貿易理論の 

梓内では，この種の保護貿易論は企業には外部的で産業には内部的な規模の経済を根拠とするもの 

と解されてきた。現在のモデルでは企業は内部的な収獲適増の局面にあり，独占的に行動するもの 

とされている。その意味で，Graham流の保護貿易論を独占のケースに拡張するものといえよう。

保護貿易はこの場合にも決して最善の政策ではない。兩産業の企業数を最適水準にコントロール 

しながら自由貿易を行うことが最善の策である。図6 の例では，産業2 のマークアップ率を貿易前 

の水準に維持するように企業数を減らして自由貿易を行えば，A 国の厚生を資易前と同じにし，B 

国のそれを更に高めることができる。このような政策はしばしば衰退産業の整理統合という形で実 

行される。その場合，Ricardo-Mill理論の「大国に貿易利益はない」という命題も復権させられ 

ることになる。

5. 結

以上，伝統的な貿易モデルに共通する2つの仮定，すなわち（i)規模に関する収獲不変と（ii)長期 

均衡利潤ゼロという仮定の問題点を指摘し，Ricardo-Mill流の簡単な2財 1要素モデルによって 

それらの仮定を修正することが重要な意味をもつことを例解した。具体的には，各産業において代 

表的企業の平均費用曲線はU字型であり， また，企業のマークアップ率は長期的にも必ずしもゼロ 

にならないものとした。これらの後正によって，各産業の代表的企業の均衡操業規模が独占度とマ 

一クアップ率の関数として確定する。これは参入•退出などの意志決定の主体としての企業の個性 

(identity)を明確にするものである。

現在の設定の下では，企業が平均費用曲線の最低点のどちら側で操業しているかがひとつのキー 

• ボイントになる。一般に企業が費用適減（適増）の局面にある場合には，参入は社会的に望まし 

い水準よりも過剰（過少）になるといえる。産業組織論でよく知られている「過剰参入定理」は長 

期均衡利潤がゼロになるという前提に基づくものである。長期均衡利潤が正であるような場合には 

「過少参入定理」が妥当性をもつかもしれない。また，Ricardo-Millの貿易理論で有名な「大国の 

貿易利益はゼロになる」という命題は輸入代替産業の企業が平均費用曲線の最低点で操業している 

場合にのみ成立する。国際貿易によって輸入代替産業の生産が縮小するとき，営業利潤が減少して 

も負にならない限り，企業は操業を続け，産業から退出しない。各企業の操業水準は假下するので, 

費用適増局面にある場合には生産性が上昇し，利益が得られるが，費用適減局面にある場合には， 

逆に生産性が低下し，損失が発生することになる。

本稿の分析は最も簡単なRicardo-Mill流の2財 1要素モデルに依拠している。 し か し 同様な 

考え方とHeckscher-Ohlin-Samuelson流の2財2要素モデルや一般的な多数財多数要素モデル
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にも適用できることは明らかである。（2財2要素モデルへの適用例については別稿を参照されたい。）本

稿のもう1つの問題は各産業の独占度の取り扱いにある。分析をできるだけ単純にするため，以上

では独占度はまったく外生的なバラメーターと仮定した。すでに指摘したように，これはま要の価

格弾力性が一定で，しかも産業内でChamberlin望の共同利潤最大化の均衡が成立するという強い

仮定の下でのみ正当性をもつと考えられる。仮に需要の弾力性が一定であっても産業均衡がCour-

not-Nash型となる場合には，独占度は企業数に反比例して変化する。（(1),(2)式参照。）本稿と同:

1̂1の分析をこのCournot-Nash型の均衡を前提として修正することはそれほど困難ではない。し

かし，本稿の主要な結論がそれによって大きく変るとは思われない。いずれにせよ，紙幅も尽きて

きたので，独占度に関する再検討は他に譲りたい。
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